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公募型プロポーザル方式に係る手続開始の公告 
 
次のとおり技術提案書の提出を招請します。 
 
平成２９年５月１２日 
 

山梨県教育委員会教育長 守屋 守 
 
１ 業務の概要 
（１）業 務 名  峡南地域単位制・総合制高校設計業務委託 
（２）業務内容  次の①から③までの基本設計及び実施設計 

① 峡南地域単位制・総合制高校の校舎等建設工事 
及び附帯する外構、舗装、植栽工事 
② 部室・倉庫の改修工事 
③ 市川高校の校舎及び屋内運動場等の解体工事 
※ 造成工事及びグラウンド整備の設計は除く。 

・建 設 地 山梨県西八代郡市川三郷町内（現在の県立市川高等学校、町民

体育館、町民会館、町保育園及び町職員駐車場の敷地） 
・敷地面積 ４８，０００㎡程度 
・延床面積 １４，６７２㎡を上限とする 
・用途地域 非線引き都市計画区域の第一種住居地域 

（建ぺい率 60％、容積率 200％） 
（３）履行期間   契約日の翌日～平成３０年８月 
（４）想定工事費 ３６億円以内（新築及び改修工事(建築、電気設備、機械設備含

む。)、外構工事、舗装工事、植栽工事並びに解体工事費で消費
税及び地方消費税相当額を含む） 

（５）想定工程  契約日の翌日～平成３０年８月：基本設計、実施設計 
平成３０～３４年度：校舎等建設工事、部室等改修工事、 

市川高校校舎等解体工事他 
 
２ 参加者の資格 
（１）参加者は次に掲げる要件をすべて満たす自主結成の特定設計業務共同企業体（以下

「企業体」という。）とする。なお、企業体の構成員は２者とする。③の資格要件につ

いては、構成員のうち１者が満たせば足りるものとする。 
①企業体の構成員は、山梨県が設計業の入札参加資格を認定した者であること。 
②企業体の構成員は、建築士法第２３条の３第１項の規定により一級建築士事務所登録

簿に登載された者であること。 
③企業体の構成員のうち１者は、山梨県内に本社（店）を有すること。 
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④企業体の代表構成員の出資比率は構成員中最大であること。また、企業体の代表構成

員以外の構成員の出資比率は３０％以上であること。 
⑤企業体の構成員は、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の

規定に該当しない者であること。 
⑥企業体の構成員は、公告日現在、「山梨県建設工事請負契約に係る指名停止等措置要

領」に基づく指名停止措置の期間中でないこと。 
⑦企業体の構成員は、公告日現在、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく

更生手続開始若しくは更生手続開始の申立がなされていないこと、又は、民事再生法

（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続開始若しくは再生手続開始の申立が

なされていないこと。 
⑧企業体の代表構成員は、平成１４年４月以降に延床面積7,000㎡以上の学校の設計を、
単独又は企業体で元請けとして請け負った実績を有すること。なお、企業体の構成員

として行った業務については、出資比率２０％以上の業務に限る。また、設計実績は

新築及び増改築とし、公告日現在、業務が完了・引渡し済みのものに限る。 
※学校は、学校教育法第１条に規定される学校とする（以下同じ）。 
※延床面積は、同一敷地において設計した面積とする。 

（２）参加できない者 
①参加資格がない者 
②審査委員（５ 審査で後述する審査委員会委員をいう。以下同じ） 
③審査委員が自ら主宰し又は役員若しくは顧問として関係する営利法人その他の営利

組織及び当該組織に所属する者 
④複数の組合員からなる組合等が参加した場合、その組合等の組合員 

 
３ 業務実施上の条件 
（１） 管理技術者は、一級建築士であること。 
（２） 管理技術者及び建築担当主任技術者は、参加表明書提出企業体に所属していること。 
（３） 管理技術者及び各担当主任技術者は、それぞれ１名とすること。 
（４） 管理技術者は、担当主任技術者を兼任していないこと。また、各担当主任技術者は、

他の分野の担当主任技術者を兼任していないこと。 
（５） 本設計業務を再委託しないこと。 

※「管理技術者」とは、設計業務全般を総括する責任者をいう。 
「主任技術者」とは、「管理技術者」のもとで、建築・構造・電気設備・機械設備 
の各業務分野における担当技術者を総括する役割を担う者をいう。 

 
４ 手続等 
（１） 事務局 

山梨県教育庁学校施設課計画整備担当 
〒４００－８５０４ 山梨県甲府市丸の内一丁目６－１ 
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電話：０５５－２２３－１７６２ ＦＡＸ：０５５－２２３－１７５４ 
ＵＲＬ： http://www.pref.yamanashi.jp/gakko-sst/0512koukoku.html 
電子メール：gakko-sst@pref.yamanashi.lg.jp  

（２） 説明書の配布期間及び場所 
① 配布期間 
平成２９年５月１２日（金）から平成２９年５月２９日（月）までの「山梨県の休

日を定める条例」（平成元年山梨県条例第６号）に定める県の休日（以下「県の休日」

という。）を除く毎日、午前９時から午後５時までとする。ただし、最終日は午後４

時３０分までとする。 
② 配布場所 
上記（１）で配布、及びホームページに記載する。 

（３）参加表明書等の提出期間、場所及び方法 
① 提出期間 

平成２９年５月２３日（火）から平成２９年５月２９日（月）までの県の休日を

除く毎日、午前９時から午後５時までとする。ただし、最終日は午後４時３０分ま

でとする。 
② 提出場所 

上記（１）に同じ。 
③ 提出方法 

持参又は書留郵便とする。 
（４）技術提案書の提出期間、場所及び方法 
① 提出期間 

平成２９年６月２９日（木）から平成２９年７月５日（水）までの県の休日を 
除く毎日、午前９時から午後５時までとする。ただし、最終日は午後４時３０分ま

でとする。 
② 提出場所 

上記（１）に同じ。 
③ 提出方法 

持参とする。 
 
５ 審査 
（１）審査は、峡南地域単位制・総合制高校設計者審査委員会（以下「審査委員会」とい 
う。）が実施する。第一次審査により、技術提案書提出企業体を５者程度選定し、その 
者により第二次審査を実施する。 

 
（２）第一次審査 

参加表明書を次により審査する。 
①企業体の技術力 

http://www.pref.yamanashi.jp/gakko-sst/0512koukoku.html
mailto:gakko-sst@pref.yamanashi.lg.jp
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②配置予定技術者の状況 
 
（３）第二次審査 

技術提案書を次により審査する。 
① 課題に対する提案の的確性及び実現性 

 
６ その他 
（１）手続において使用する言語及び通貨：日本語及び円 
（２）契約書作成の要否：要（山梨県建築設計業務委託契約書を用いる。） 
（３）参加表明書、技術提案書及びヒアリングに係る費用は、全て提出者の負担とする。 
（４）第二次審査では、技術提案書のヒアリングを行う。 
（５）詳細はプロポーザル説明書による。 
 
 
 
 
 
 
 


